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　調布「憲法ひろば」は７月２０日午後、たづくり１００１号室で第９５回例会を開催しました。「安倍政権でどう変わる？これからの学校と教育･･･日本国憲法にもとづいて私たちはどう立ち向かうか」と題して、歴教協元委員長、憲法ひろば世話人の石山久男さん(写真上)のお話を聴きました。参加者は２５人。司会は岩本努世話人(写真下)、レポートは近田三男世話人が担当。


　　　　　（編集部）





　安倍首相が教育を変えようとするのは、「戦争する国づくり」と一体の「人づくり」を進めるためである。


１、「教育委員会


　制度」を変えた


　◇「総合教育会議」を新たに設置した。その構成は、首長と教育委員会で、責任者は首長である。その教育委員会は、首長が直接任命した教育長と教育委員で構成されている。教育への首長の権限が強化される仕組みになっている。教育の「政治からの独立」が弱まり、「政治の支配」が強まる。大阪市では、このことを先取りしたような、橋下市長の教育への介入が進んでいる。


　◇なぜいまこんな改悪をするのか。「教育委員会」は、戦後、教育の「政治からの独立」を保障するために設置され、委員は当初公選制であった。その後「任命制」になり、形骸化が進んだ。しかしそうした中でも、全国一斉学力テストを拒否した愛知県犬山市や育鵬社版公民教科書の押し付けを拒否した沖縄県竹富町などに見られるように、政府の方針どうりにはなっていなかった。そこで安倍政権は方針を徹底させたいと、今回の改悪となった。しかし当初企んだ「教育委員会廃止」は、根強い反対世論に押されてかなわず、権限縮小にとどまった。


２、教科書と教育


　内容を変える


　◇教科書検定基準と検定審査要項を変える。今年すでに小学校教科書が変えられた。一例をあげれば、尖閣諸島の記述「日本の領土である尖閣諸島に対して、中国が領有を主張しており、政府は、その解決にむけて努力を続けています。」を「日本の領土である尖閣諸島に対して、中国が領有を主張しています。」に修正させた。これは、「政府見解に基づいて記述せよ」の検定基準による修正である。


◇道徳の教科化―二〇一八年度から全面実施を企図している。公共・国家への奉仕、愛国心、規範意識の育成―国家に従う国民の育成が目的である。かっての「修身」のように、子どもの時から国定の道徳規範を強制。


◇その他。六・三・三制の見直し、義務教育九年間の区切りの柔軟化、小中一貫校の制度化、全国一斉学力テストの悉皆化、学校ごとの結果公表などなどを進めようとしている。


私たちは、こうした安倍政権の目指す「戦争する国」の「人づくり」を許さず、憲法九条を支える教育を守りましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　（近田三男・記）

















